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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第96期
第２四半期
連結累計期間

第97期
第２四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日

自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日

自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日

売上高 (千円) 5,359,915 5,422,262 10,700,254

経常利益 (千円) 111,287 106,109 146,462

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 115,444 73,834 242,060

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 272,298 △25,902 308,259

純資産額 (千円) 4,293,783 4,303,202 4,329,704

総資産額 (千円) 12,170,772 11,127,915 11,190,162

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 6.78 4.33 14.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.2 38.6 38.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 107,553 483,558 △128,217

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △99,151 △86,882 △137,179

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 20,854 204,467 △264,602

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,380,902 1,422,694 821,586
 

　

回次
第96期
第２四半期
連結会計期間

第97期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日

自 平成28年３月１日
至 平成28年５月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.31 2.94
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、今年度に入り円高傾向や原油価格の下落、新興国の景気

減速の懸念、日本銀行の「マイナス金利導入」の発表等先行きは依然として不安定な状況となっております。

このような状況下にあって、当社グループは首都圏を中心としたオフィスの移転物件や病院等医療関連施設の

リニューアルや統廃合物件等への積極的な提案営業に取り組みました。

　これらの結果、当第2四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は、54億22百万円（前年同四

半期比1.2％増）営業利益は1億39百万円（前年同四半期比4.8％減）、経常利益は1億6百万円（前年同四半期

比4.7％減）親会社株主に帰属する四半期純利益は投資有価証券評価損39百万円の計上等により73百万円（前

年同四半期比36.0％減）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　

（家具関連）　

オフィス家具市場においては、金融機関を中心とする移転・統合案件や、什器の更新などの大型案件の受注

に鋭意努力した結果、主力製品であるデスク、収納、チェアの受注が順調に推移し、売上高・利益とも前年同

四半期を上回りました。

　家庭用家具市場においては、就学児童数の減少、購入率が低下する厳しい市場環境の中、主力商品である学

習家具の通年販売、リビング学習スタイルに対応した新商品の販売に注力しました。また、大型量販店に提案

したオリジナル商品の受注が順調に推移し、売上高は前年同四半期を上回りました。

その結果、家具関連の連結売上高は、35億55百万円（前年同四半期比7.9％増）、セグメント利益（営業利

益）は2億32百万円（前年同四半期比504.6％増）となりました。

（建築付帯設備機器）　

建築付帯設備他部門においては、前期は全国的な医療福祉施設の老朽化に伴う建て替え案件と耐震化による

改築・リニューアル案件の高い水準での設計・着工・完工がみられましたが、当期に入り建築費の高騰等によ

る計画の中止または延期の影響で完工物件が減少いたしました。それらの影響により当社の主力商品である懸

垂式引戸「アキュドアユニット」の売上高は前年同四半期を下回りました。また、病院向けの医療ガスアウト

レット／情報端末内蔵式設備ユニット「メディウォード・ユニット」についても積極的にスペック活動いたし

ましたが、売上高は前年同四半期を下回りました。

クリーン機器他設備機器部門では、主力製品のクリーン機器については壁吸込み型等の新規製品の取組みを

行い受注拡大に努めましたが、案件が工期遅延傾向にあり、受注は前期並みで推移いたしました。また工場向

け空調機については、国産初となる航空機の部品工場向け空調機の受注等もあり、売上高は前年同四半期を上

回りました。

その結果、建築付帯設備機器の売上高は18億67百万円（前年同四半期比9.6％減）、セグメント利益（営業

利益）は50百万円（前年同四半期比79.0％減）となりました。
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（2）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間の総資産は11,127百万円となり、前連結会計年度末に比べて62百万円減少いたし

ました。この主な要因は現金及び預金が601百万円、商品及び製品が94百万円等増加しましたが、受取手形及

び売掛金が243百万円、仕掛品が253百万円、原材料が41百万円、投資有価証券が202百万円減少したこと等に

よるものであります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間の負債は6,824百万円となり、前連結会計年度末に比べて35百万円減少いたしま

した。この主な要因は長短借入金が225百万円等増加しましたが、流動負債その他が222百万円、固定負債その

他が73百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間の純資産は4,303百万円となり、前連結会計年度末に比べて26百万円減少いたし

ました。この主な要因は利益剰余金が73百万円、土地再評価差額金が19百万円等増加しましたが、その他有価

証券評価差額金が122百万円減少したこと等によるものであります。

 

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による

資金の増加483百万円、投資活動による資金の減少86百万円、財務活動による資金の増加204百万円となったこ

と等により、前連結会計年度末に比べ、601百万円増加し1,422百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、未払消費税等の減少31百万円等による資金減少要因と税金等調整前

四半期純利益96百万円、減価償却費112百万円、たな卸資産の減少192百万円等による資金増加要因の結果、資

金増加（前年同四半期は107百万円の増加）となりました。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入77百万円等による資金増加要因と有

形固定資産の取得による支出72百万円、投資有価証券の取得による支出70百万円等による資金減少要因の結

果、86百万円の資金減少（前年同四半期は99百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による支出（純額）31百万円等による資金減少要

因と長期借入れによる収入（純額）256百万円等による資金増加要因の結果、204百万円の資金増加（前年同四

半期は20百万円の増加）となりました。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は30百万円であります。

なお当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,000,000

計 55,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年７月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,571,139 18,571,139
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 18,571,139 18,571,139 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年５月31日 ― 18,571 ― 2,998,456 ― ―
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(6) 【大株主の状況】

平成28年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

神足泰弘 兵庫県芦屋市 1,802 9.71

くろがね取引先持株会 大阪市西区新町１丁目４番24号 890 4.80

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 800 4.31

第一生命保険株式会社
（常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番12号）

740 3.98

住友生命保険相互会社
（常任代理人　日本トラス
ティ・サービス信託銀行株式会
社）

東京都中央区築地７丁目18番24号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

634 3.41

ＢＭＳ株式会社 東京都千代田区神田小川町２丁目５ 629 3.39

エイ・シイ工業株式会社 寝屋川市石津元町10番12号 611 3.29

神足尚孝 兵庫県芦屋市 603 3.25

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 569 3.06

くろがね従業員持株会 大阪市西区新町１丁目４番24号 550 2.97

計 ― 7,831 42.17
 

(注)　当社は、自己株式1,533千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合8.26%）を保有しておりますが、上記

の大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

1,533,000
 

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

16,974,000
 

16,974 ―

単元未満株式
普通株式

64,139
 

― ―

発行済株式総数 18,571,139 ― ―

総株主の議決権 ― 16,974 ―

 

 

② 【自己株式等】

平成28年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社くろがね工作所

大阪市西区新町１丁目４番
24号

1,533,000 ― 1,533,000 8.25

計 ― 1,533,000 ― 1,533,000 8.25
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役
専務取締役

(中期経営計画推進本部長
兼ケイ・エス・エム
株式会社事業担当
兼経理本部長)

専務取締役
(中期経営計画推進本部長
兼ケイ・エス・エム
株式会社事業担当
兼経理本部長)

神足　尚孝 平成28年４月５日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年３月１日から平成

28年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年12月１日から平成28年５月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人グラヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 836,586 1,437,694

  受取手形及び売掛金 ※  2,116,406 ※  1,873,180

  商品及び製品 962,606 1,056,904

  仕掛品 1,058,079 804,976

  原材料及び貯蔵品 231,853 198,736

  その他 138,948 150,674

  貸倒引当金 △8,669 △7,600

  流動資産合計 5,335,812 5,514,567

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,548,781 1,507,382

   土地 2,375,281 2,375,281

   その他（純額） 277,699 273,817

   有形固定資産合計 4,201,762 4,156,480

  無形固定資産 113,095 98,501

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,318,725 1,116,029

   その他 224,421 246,052

   貸倒引当金 △3,654 △3,717

   投資その他の資産合計 1,539,492 1,358,364

  固定資産合計 5,854,350 5,613,347

 資産合計 11,190,162 11,127,915

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,693,859 1,746,839

  短期借入金 897,300 865,500

  1年内返済予定の長期借入金 1,035,119 1,017,600

  未払法人税等 21,103 32,773

  その他 887,737 664,749

  流動負債合計 4,535,120 4,327,461

 固定負債   

  長期借入金 1,391,796 1,666,203

  リース債務 113,358 97,802

  役員退職慰労引当金 10,438 10,438

  退職給付に係る負債 357,559 363,903

  再評価に係る繰延税金負債 372,552 352,883

  その他 79,632 6,020

  固定負債合計 2,325,337 2,497,251

 負債合計 6,860,458 6,824,713
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年５月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,998,456 2,998,456

  利益剰余金 559,383 633,217

  自己株式 △157,556 △157,556

  株主資本合計 3,400,282 3,474,117

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 167,455 44,507

  繰延ヘッジ損益 - 1,832

  土地再評価差額金 753,814 773,483

  その他の包括利益累計額合計 921,270 819,823

 非支配株主持分 8,151 9,261

 純資産合計 4,329,704 4,303,202

負債純資産合計 11,190,162 11,127,915
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 5,359,915 5,422,262

売上原価 4,170,545 4,301,846

売上総利益 1,189,370 1,120,415

販売費及び一般管理費 ※  1,042,854 ※  980,971

営業利益 146,515 139,444

営業外収益   

 受取利息 67 54

 受取配当金 5,335 5,525

 持分法による投資利益 5,979 -

 仕入割引 8,354 6,458

 その他 1,824 4,771

 営業外収益合計 21,562 16,809

営業外費用   

 支払利息 32,997 30,751

 支払手数料 14,550 15,634

 その他 9,242 3,757

 営業外費用合計 56,791 50,143

経常利益 111,287 106,109

特別利益   

 投資有価証券売却益 28,084 29,672

 負ののれん発生益 163 -

 特別利益合計 28,248 29,672

特別損失   

 固定資産除却損 1,088 0

 投資有価証券評価損 - 39,776

 特別損失合計 1,088 39,776

税金等調整前四半期純利益 138,446 96,006

法人税、住民税及び事業税 16,936 20,000

法人税等調整額 △10 461

法人税等合計 16,926 20,461

四半期純利益 121,520 75,544

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,076 1,710

親会社株主に帰属する四半期純利益 115,444 73,834
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

四半期純利益 121,520 75,544

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 111,543 △122,745

 繰延ヘッジ損益 △151 1,832

 土地再評価差額金 39,337 19,668

 持分法適用会社に対する持分相当額 47 △202

 その他の包括利益合計 150,777 △101,446

四半期包括利益 272,298 △25,902

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 266,221 △27,612

 非支配株主に係る四半期包括利益 6,076 1,710
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 138,446 96,006

 減価償却費 114,875 112,522

 有形固定資産除却損 1,088 0

 投資有価証券売却損益（△は益） △28,084 △29,672

 投資有価証券評価損益（△は益） - 39,776

 負ののれん発生益 △163 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 232 △1,006

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △19,794 △12,754

 受取利息及び受取配当金 △5,403 △5,579

 支払利息 32,997 30,751

 為替差損益（△は益） △21 79

 持分法による投資損益（△は益） △5,979 23

 売上債権の増減額（△は増加） △240,155 59,340

 たな卸資産の増減額（△は増加） △13,107 192,190

 仕入債務の増減額（△は減少） 133,971 75,734

 未払消費税等の増減額（△は減少） 25,824 △31,935

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,221 △5,604

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 17,251 △4,221

 その他 △228 8,155

 小計 150,528 523,805

 利息及び配当金の受取額 5,403 5,580

 利息の支払額 △32,547 △30,565

 法人税等の支払額 △15,831 △15,261

 営業活動によるキャッシュ・フロー 107,553 483,558

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △5,000 △5,000

 定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

 有形固定資産の取得による支出 △78,216 △72,097

 有形固定資産の除却による支出 △639 -

 無形固定資産の取得による支出 △10,880 △2,588

 投資有価証券の取得による支出 △57,354 △70,078

 投資有価証券の売却による収入 66,277 77,634

 貸付けによる支出 △1,225 △1,175

 貸付金の回収による収入 1,895 1,123

 投資その他の資産の増減額（△は増加） △19,008 △19,701

 投資活動によるキャッシュ・フロー △99,151 △86,882
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
　至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
　至 平成28年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 2,970,000 2,130,000

 短期借入金の返済による支出 △3,151,800 △2,161,800

 長期借入れによる収入 840,000 1,020,000

 長期借入金の返済による支出 △588,285 △763,112

 自己株式の取得による支出 △161 -

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△8,006 -

 非支配株主への配当金の支払額 △750 △600

 その他の支出 △40,141 △20,020

 財務活動によるキャッシュ・フロー 20,854 204,467

現金及び現金同等物に係る換算差額 21 △35

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 29,278 601,107

現金及び現金同等物の期首残高 1,351,624 821,586

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,380,902 ※  1,422,694
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

　　（減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を適用し、当第２四半期連結会計期間より、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ 手形割引高及び裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成27年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年５月31日)

受取手形割引高 763,120千円 467,486千円

受取手形裏書譲渡高 116,058 〃 145,104 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日)

荷造及び発送費 252,671千円 173,692千円

給料及び手当 355,371 〃 362,375 〃

退職給付費用 18,653 〃 19,665 〃

減価償却費 34,336 〃 34,129 〃

貸倒引当金繰入額 230 〃 81 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日)

現金及び預金 1,395,902千円 1,437,694千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△15,000 〃 △15,000 〃

現金及び現金同等物 1,380,902千円 1,422,694千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年12月１日 至 平成27年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２家具関連

建築付帯
設備機器

計

　売上高      

　　外部顧客への売上高 3,294,818 2,065,097 5,359,915 ― 5,359,915

　　セグメント間の内部
　　売上高または振替高

― ― ― ― ―

計 3,294,818 2,065,097 5,359,915 ― 5,359,915

　セグメント利益 38,431 242,288 280,719 △134,203 146,515
 

(注) １　セグメント利益の調整額△134,203千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。な

お、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年12月１日 至 平成28年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２家具関連

建築付帯
設備機器

計

　売上高      

　　外部顧客への売上高 3,555,260 1,867,002 5,422,262 ― 5,422,262

　　セグメント間の内部
　　売上高または振替高

― ― ― ― ―

計 3,555,260 1,867,002 5,422,262 ― 5,422,262

　セグメント利益 232,352 50,913 283,265 △143,821 139,444
 

(注) １　セグメント利益の調整額△143,821千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。な

お、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月１日
至 平成27年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり四半期純利益金額 6円78銭 4円33銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 115,444 73,834

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

115,444 73,834

    普通株式の期中平均株式数(株) 17,038,810 17,038,076
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年７月８日

株式会社くろがね工作所

取締役会  御中

 

監査法人グラヴィタス
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　木　田　　　稔　　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　藤　本　　良　治　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社くろが

ね工作所の平成27年12月１日から平成28年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年３月１日

から平成28年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年12月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社くろがね工作所及び連結子会社の平成28年５月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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